
金　　額 金　　額

〔資産の部〕 円 〔負債の部〕 円

流動資産 3,371,662,367 流動負債 1,144,224,581

現 金 預 金 616,704 工 事 未 払 金 770,147,159

預 け 金 1,544,017,720 未 払 金 139,965,568

完 成 工 事 未 収 入 金 915,053,753 未 払 費 用 6,197,069

未 成 工 事 支 出 金 243,877,644 未 払 法 人 税 等 137,001,200

貯 蔵 品 598,917,217 未 成 工 事 受 入 金 12,572,968

前 払 費 用 31,845,556 未 払 消 費 税 等 31,304,400

そ の 他 の 流 動 資 産 42,744,325 預 り 金 7,465,993

貸 倒 引 当 金 △5,410,552 賞 与 引 当 金 39,570,224

固定資産 897,148,308 固定負債 236,113,696

 有形固定資産 602,035,927 退 職 給 付 引 当 金 229,873,990

建 物 18,438,402 預 り 敷 金 6,239,706

建 物 附 属 設 備 13,164,287

構 築 物 350,782,794 負債合計 1,380,338,277

機 械 及 び 装 置 118,395,230 〔純資産の部〕

車 両 運 搬 具 1,971,831

工 具 器 具 備 品 79,163,297 株主資本 2,888,472,398

建 設 仮 勘 定 20,120,086 資 本 金 50,000,000

 無形固定資産 105,173,596 利 益 剰 余 金 2,838,472,398

ソ フ ト ウ ェ ア 101,289,993 　利　益　準　備　金 12,500,000

その他の無形固定資産 3,883,603 　その他利益剰余金 2,825,972,398

 投資その他の資産 189,938,785 　　繰越利益剰余金 2,825,972,398

投 資 有 価 証 券 14,338,400

長 期 貸 付 金 469,590

長 期 前 払 費 用 18,651,530

差 入 保 証 金 375,000

差 入 敷 金 24,800,000

繰 延 税 金 資 産 121,462,153

そ の 他 の 投 資 11,679,594

貸 倒 引 当 金 △1,837,482 純資産合計 2,888,472,398

資産合計 4,268,810,675 負債・純資産合計 4,268,810,675

科　　目

貸　借　対　照　表

2025年3月31日現在

科　　目

阪神ケーブルエンジニアリング㈱



重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)　その他の有価証券

時価のないもの 移動平均法による原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1)　未成工事支出金 個別法に基づく原価法

(2)　貯蔵品 　先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）

3. 固定資産の減価償却方法

(1)　有形固定資産 定額法

(2)　無形固定資産 定額法

　　　なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によって

　　おります。

4. 引当金の計上方法

(1)　貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2)　賞与引当金 　従業員の賞与支給に充てるため、翌期の支給見込額のうち当期に負担すべき

金額を計上しております。

(3)　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、期末日における退職給付債務の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2)　グループ通算制度の適用

 　　　　　　　　　　　　　　　　  阪急阪神ホールディングス株式会社を通算親法人とするグループ通算制度の適用を受けております。

(3)　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

  当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従って、法人税及び

地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　375,485,576円

個 別 注 記 表


